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第一部【企業情報】 
 
第１【企業の概況】 
 
１【主要な経営指標等の推移】 

(注)1．連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については、中間連結財務諸表を作成していないため記載していません。 

2．売上高には消費税等は含まれていません。 

3．潜在株式調整後1株当たり中間(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していません。 

4．臨時従業員数は1日8時間換算によるものです。 

 
２【事業の内容】 

当中間会計期間において、当社グループ(当社および当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

 
３【関係会社の状況】 

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

 

回次 第77期中 第78期中 第79期中 第77期 第78期 

会計期間 
自平成17年4月 1日 
至平成17年9月30日 

自平成18年4月 1日 
至平成18年9月30日 

自平成19年4月 1日 
至平成19年9月30日 

自平成17年4月 1日 
至平成18年3月31日 

自平成18年4月 1日 
至平成19年3月31日 

売上高(千円) 4,561,843 4,820,386 5,512,587 9,519,193 10,142,754 

経常損益(千円) 122,978 12,631 177,646 406,164 326,758 

中間(当期)純損益 
(千円) 

51,023 △48,953 △27,665 200,194 136,885 

持分法を適用した場合
の投資利益(千円) 

－ － － － 18,126 

資本金(千円) 4,280,000 4,280,000 4,280,000 4,280,000 4,280,000 

発行済株式総数(株) 42,000,000 42,000,000 42,000,000 42,000,000 42,000,000 

純資産額(千円) 6,824,711 6,942,164 7,110,487 7,001,741 7,182,055 

総資産額(千円) 10,396,478 10,814,403 10,850,772 10,884,790 11,185,340 

1株当たり純資産額(円) 162.69 165.50 169.51 166.92 171.22 

1株当たり中間(当期) 
純損益金額(円) 

1.22 △1.17 △0.66 4.77 3.26 

潜在株式調整後1株当
たり中間(当期)純利益
金額(円) 

－ － － － － 

1株当たり配当額(円) － － － － 2.00 

自己資本比率(％) 65.64 64.19 65.53 64.33 64.21 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー(千円) 

200,079 101,174 331,992 757,517 674,645 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー(千円) 

△139,834 △391,062 △142,931 △388,772 △713,022 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー(千円) 

△329,509 252,773 △244,725 △517,698 177,653 

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 
(千円) 

484,762 567,958 688,721 605,073 744,349 

従業員数(人) 
[外,平均臨時従業員数] 

237 
[638]

242 
[689]

255 
[757]

241 
[658]

247 
[713]



４【従業員の状況】 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は[ ]内に1日8時間換算による当中間会計期間の平均を、外数で記載しています。

 
(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されていませんが、労使関係は円満に推移しています。 

 

(1) 提出会社の状況 
平成19年9月30日現在

事業部門別 従業員数(人) 

飲食事業 
216 
[725] 

その他事業 
7 

[20] 

全社(共通) 
32 
[12] 

合計 
255 
[757] 



第２【事業の状況】 
 
１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当社は、当中間会計期間において、不採算店舗の整理・再建、基礎ノウハウの確立、およびマーケットインの手法による店舗

展開の準備を進めました。 

飲食事業では、4月にバルバッコア・クラシコ丸の内店を開店しました。一方、5月に入居ビルの建替えに伴い月の兎銀座中央

通り店、6月および7月にマーケットのニーズに合致していない三四味屋立川店およびヴェント銀座店をそれぞれ閉店しました。

その結果、当中間期の飲食店舗数は前期末比2店舗減の61店で、その内訳は洋食レストラン13店 和食レストラン7店、牛肉レ

ストラン34店、バー6店、ドルチェショップ1店となっています。また地域別では、東京都23区内40店、23区以外の東京都内9

店、神奈川県7店、埼玉県3店および千葉県2店となっています。 

飲食事業部門の当中間期売上高は、5,106百万円(前年同期比15.2％増)となりました。洋食業態の売上は、前期末に開店した

ユニオン・スクエア・東京が好調なこともあり26.1％増加、また、牛肉業態の売上は、鍋ぞうブランド店舗の増加、および4月

に開店したバルバッコア・クラシコ丸の内店の売上が加わったことで、18.4％増加、菓子・惣菜販売は、台湾の関連会社への原

材料販売が増加し、91.5％増となりました。一方、和食業態およびバー業態は、店舗数の減少により、前年同期比それぞれ

4.3％、12.2％の売上減となりました。  

既存店ベースの売上高前年同期比では、和食業態が4.1％、牛肉業態が4.0％それぞれ増加しましたが、洋食業態は0.8％、

バー業態は3.3％の減少となり、菓子・惣菜販売を含む既存飲食事業全体では3.5％の増加となりました。  

当社の内部管理基準で算出した当中間期の飲食事業営業利益は332百万円で、前年同期比170百万円増となりました。これは、

飲食業全体の売上が好調に推移したことによるものです。 

その他事業では、当中間期も引続き、ビリヤード場およびビジネスホテルを各1店経営しました。ビリヤード場は、ウェブを

利用した集客増加と固定客の増加により、売上は116百万円(前年同期比9.4％増)、ビジネスホテルでは、ウェブ予約が引続き好

調でしたが、客室単価の下落が続き、売上は178百万円(前年同期比4.8％増)にとどまりました。不動産賃貸事業の売上高は、一

部テナントの入替えがあったため、売上は99百万円と前期比2.9％減になりました。 

前事業年度より進めているフランチャイズ事業では、9月に山形市に鍋ぞうのフランチャイズ1号店がオープンし、2百万円の

売上を計上しました。また、9月にタイの現地企業と「モーモーパラダイス」ブランドに係わるフランチャイズ契約を締結しま

した。本年12月には、バンコクに1号店が開店する予定です。 

その他事業部門の売上高は395百万円(前期同期比4.4％増)、内部管理基準で算出の営業利益は184百万円(前期同期比7百万円

増)となりました。 

この結果、当中間期の売上高は5,513百万円(前期比692百万円増)となりました。損益では、営業利益は本社経費を差引いて

198百万円(前期同期比167百万円増)、また経常利益は178百万円(前年同期比165百万円増)となりました。更に、特別利益として

店舗閉店に係わる営業補償金70百万円、特別損失として店舗の閉店損失67百万円、および、飲食店舗4店舗の固定資産の減損処

理費用119百万円等を計上した結果、中間純損失は28百万円(前年同期比21百万円の純損失減)となりました。  

 
(2) キャッシュ・フロー 

当中間会計期間における現金および現金同等物(以下、資金という)は、借入金が減少したものの、税引前中間純利益の増加お

よび設備投資等による支出の減少のため、前年同期に比べ121百万円増加し、当中間会計期間末には689百万円となりました。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において、営業活動による資金の収入は332百万円で、前年同期と比べ231百万円の増加となりました。これは

主として、売上増により税引前中間純利益が増加したことによるものです。  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において、投資活動による資金の支出は143百万円で、前年同期と比べ248百万円の支出減となりました。これ

は主として、新規出店が1店舗にとどまり、設備投資等および差入保証金の差入による支出が296百万円(前期比131百万円の支出

減)に抑えられ、閉店店舗の差入保証金返還による収入が153百万円(前期比117百万円の収入増)あったことによるものです。  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間会計期間において、財務活動による資金の支出は245百万円(前年同期は253百万円の収入)となりました。これは主とし

て、設備投資資金等の借入による収入が584百万円(前期比396百万円の収入減)に抑えられ、復配により配当金の支払による支出

が82百万円生じたことによるものです。 

 
２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社は「生産」を行っていませんので、記載すべき事項はありません。 

 



(2) 受注状況 

当社は受注生産を行っていませんので、記載すべき事項はありません。 

 
(3) 販売実績 

当中間会計期間における事業部門別および業態別の販売実績は次のとおりです。 

(注)1．上記の金額には、消費税等は含まれていません。 

2．飲食事業の洋食には、東京ベリーニ、ヴェント、ニッシュおよびイルパスタイオ、和食には三四味屋、水の賦、すみか、六

蔵およびアスリ、バーにはラヂオホールおよび月の兎、牛肉にはモーモーパラダイス、鍋ぞう、バルバッコア・グリル、バル

バッコア・クラシコ、バルバッコア・ステーキハウスおよびローリーズ・ザ・プライムリブ、菓子、惣菜販売にはコミサリー

および東京ベリーニドルチェが含まれています。またその他事業には、ホテルおよびビリヤード場経営、不動産賃貸、ならび

にフランチャイズ事業が含まれています。なお、全社(共通)売上の内容は、取引先からのシステム使用料、コンサルティング

料およびギフトカード売上です。 

 
３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

 
４【経営上の重要な契約等】 

該当事項はありません。 

 
５【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

 

事業部門別 金額(百万円) 前年同期比(％) 

飲食事業 
(洋食) 
(和食) 
(バー) 
(牛肉) 
(菓子、惣菜販売) 

5,106 
(1,234) 
(729) 
(223) 

(2,834) 
(86) 

＋15.2 
(＋26.1) 
(△4.3) 
(△12.2) 
(＋18.4) 
(＋91.5) 

その他事業 
(ホテル、ビリヤード) 
(不動産賃貸) 
(フランチャイズ事業) 

395 
(295) 
(99) 
(2) 

＋4.4 
(＋6.6) 
(△2.9) 

(－) 

全社(共通) 11 ＋35.8 

合計 5,513 ＋14.4 



第３【設備の状況】 
 
１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

 
２【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 前会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、改修、除却等のうち、当中間会計期間に完成および完了したものは次の

とおりです。 

①新設 

 バルバッコア・クラシコ丸の内店は平成19年4月、バルバッコア・グリル心斎橋店は平成19年12月にそれぞれ完成しました。

 
(2) 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、改修、除却等の計画は次の通りです。 

①新設 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次の通りです。なお、これらの新設計画は当中間会計期

間に完了しました。 

 
②改修 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の改修の計画はありません。 

 
③除却 

当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却計画は次の通りです。なお、これらの除却計画は当中間会計期

間に完了しました。 

 

事業所名 所在地 事業部門別 設備の内容

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了予定 面積の
増加 
(坪) 

席数の
増加 
(席) 

総額 
(百万円)

既支払額
(百万円)

着手 完了 

鍋ぞう関内店 
神奈川県 
横浜市 

飲食事業 飲食店舗 59 18
自己資金
借入金 

平成19年 
7月 

平成19年
10月 

57.9 90

鍋ぞう大森店 
東京都 
大田区 

飲食事業 飲食店舗 55 0
自己資金
借入金 

平成19年 
9月 

平成19年
11月 

57.6 96

事業所名 所在地 事業部門別 設備の内容
除却金額 
(百万円) 

除却の予定時期 
面積の減少 

(坪) 
席数の減少

(席) 

月の兎銀座中央通
り店 

東京都 
中央区 

飲食事業 飲食店舗 29 平成19年5月 61.0 87

三四味屋立川店 
東京都 
立川市 

飲食事業 飲食店舗 14 平成19年6月 103.4 202

ヴェント銀座店 
東京都 
中央区 

飲食事業 飲食店舗 18 平成19年7月 81.3 98



第４【提出会社の状況】 
 
１【株式等の状況】 

(1)【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 
②【発行済株式】 

 
(2)【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

 
(3)【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

 
(4)【発行済株式総数、資本金等の状況】 

 

 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 168,000,000 

計 168,000,000 

種類 
中間会計期間末現在発行数 
(株)(平成19年9月30日) 

提出日現在発行数(株) 
(平成19年12月25日) 

上場金融商品取引所名又は登
録認可金融商品取引業協会名 

内容 

普通株式 42,000,000 同左 東京証券取引所(市場第二部) － 

計 42,000,000 同左 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高(千株) 

資本金増減額 
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金増
減額(千円) 

資本準備金残
高(千円) 

平成19年4月 1日～ 
平成19年9月30日 

－ 42,000 － 4,280,000 － 1,169,534 

(5)【大株主の状況】 平成19年9月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

株式会社ヒューマックス 東京都新宿区富久町13番19号 20,330 48.40 

株式会社商船三井 大阪府大阪市北区中之島3丁目6番32号 5,808 13.83 

林 光華 アメリカ・カリフォルニア 880 2.10 

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川2丁目27番2号 702 1.67 

林 瑞祥 東京都渋谷区 631 1.50 

林 光男 東京都大田区 560 1.33 

林 瑞峰 東京都目黒区 532 1.27 

林 瑞禎 東京都目黒区 500 1.19 

林 歩蓮 東京都渋谷区 450 1.07 

林 光輝 東京都杉並区 430 1.02 

計 － 30,823 73.39 



(6)【議決権の状況】 

(注)1．「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が11,000株および議決権の数11個が含まれています。

2．「単元未満株式数」の欄には、当社保有の自己株式660株が含まれています。 

 

 
２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別 高・ 低株価】 

(注) 高・ 低株価は東京証券取引所市場第二部におけるものです。 

 
３【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

 
 

①【発行済株式】 
平成19年9月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式 53,000 － － 

完全議決権株式(その他) 普通株式 41,907,000 41,907 － 

単元未満株式 普通株式 40,000 － 1単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 42,000,000 － － 

総株主の議決権 － 41,907 － 

②【自己株式等】 
平成19年9月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有 
株式数(株) 

他人名義所有 
株式数(株) 

所有株式数の 
合計(株) 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％) 

株式会社ワンダーテー
ブル 

東京都新宿区富久町
13番19号 

53,000 － 53,000 0.13 

計 － 53,000 － 53,000 0.13 

月別 平成19年4月 5月 6月 7月 8月 9月 

高（円） 170 175 167 181 162 144 

低（円） 145 144 149 141 128 126 



第５【経理の状況】 
１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下「中間財

務諸表等規則」という。）に準拠して作成しています。 

 ただし、前中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）については、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて

作成しています。 

 
２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の2の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年4月1日から平成18年9月30日まで）の中間財務諸

表について、並びに、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、当中間会計期間（平成19年4月1日から平成19年9月30日

まで）の中間財務諸表について、日栄監査法人の中間監査を受けています。 

 
３．中間連結財務諸表について 

 当社は、連結対象の子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成していません。  

 



 
 

１【中間財務諸表等】 

(1)【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

前中間会計期間末 
(平成18年9月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年9月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額 
(千円) 

構成比
(％) 

金額 
(千円) 

構成比
(％) 

金額 
(千円) 

構成比
(％) 

(資産の部) 

Ⅰ 流動資産 

1 現金及び預金 567,958 688,721 744,349 

2 売掛金 159,495 212,322 212,319 

3 売上預け金 59,082 92,155 81,362 

4 原材料 82,917 70,329 79,343 

5 前払費用 113,226 70,067 90,515 

6 その他 3,416 5,405 3,544 

流動資産合計 986,094 9.1 1,138,999 10.5 1,211,432 10.8 

Ⅱ 固定資産 

1 有形固定資産 

(1) 建物 ※1,2 2,246,285 2,112,857 2,316,519 

(2) 機械及び装置 ※1 125,888 148,425 145,051 

(3) 器具及び備品 ※1 232,361 183,287 212,960 

(4) 土地 ※2 4,958,608 4,958,608 4,958,608 

(5) 建設仮勘定 70,705 51,700 6,019 

計 7,633,848 70.6 7,454,877 68.7 7,639,158 68.3 

2 無形固定資産 

(1) 電話加入権 12,908 12,908 12,908 

(2) ソフトウエア 39,863 32,290 36,630 

(3) ライセンス料 － 25,139 27,985 

(4) その他 12,452 － － 

計 65,223 0.6 70,337 0.6 77,522 0.7 

3 投資その他の資産 

(1) 投資有価証券 ※2 428,013 586,628 519,156 

(2) 関係会社株式 89,825 89,825 89,825 

(3) 差入保証金 ※2,3 1,545,877 1,481,270 1,593,020 

(4) 店舗賃借仮勘定 53,062 18,683 40,183 

(5) その他 12,461 10,152 15,044 

計 2,129,238 19.7 2,186,558 20.2 2,257,228 20.2 

固定資産合計 9,828,309 90.9 9,711,773 89.5 9,973,908 89.2 

資産合計 10,814,403 100.0 10,850,772 100.0 11,185,340 100.0 



前中間会計期間末 
(平成18年9月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年9月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額 
(千円) 

構成比
(％) 

金額 
(千円) 

構成比
(％) 

金額 
(千円) 

構成比
(％) 

(負債の部) 

Ⅰ 流動負債 

1 買掛金 380,397 441,766 422,479 

2 短期借入金 ※2 103,600 177,200 60,000 

3 １年以内返済長期借入金 ※2 800,290 734,856 804,148 

4 １年以内償還社債 80,000 40,000 80,000 

5 未払金 159,725 47,799 135,137 

6 未払法人税等 29,051 108,491 144,052 

7 未払消費税等 ※5 33,169 44,072 63,639 

8 未払費用 389,237 421,095 454,171 

9 賞与引当金 105,632 107,766 103,948 

10 その他 22,272 28,053 8,922 

流動負債合計 2,103,372 19.4 2,151,098 19.8 2,276,496 20.4 

Ⅱ 固定負債 

1 社債 40,000 － － 

2 長期借入金 ※2 1,354,277 1,188,142 1,358,899 

3 退職給付引当金 77,586 82,431 80,483 

4 役員退職慰労引当金 65,365 71,929 68,679 

5 繰延税金負債 140,792 205,339 177,882 

6 その他 90,847 41,347 40,847 

固定負債合計 1,768,868 16.4 1,589,188 14.7 1,726,790 15.4 

負債合計 3,872,240 35.8 3,740,286 34.5 4,003,285 35.8 

(純資産の部) 

Ⅰ 株主資本 

1 資本金 4,280,000 39.6 4,280,000 39.5 4,280,000 38.3 

2 資本剰余金 2,069,534 19.1 2,069,534 19.1 2,069,534 18.5 

資本準備金 1,169,534 1,169,534 1,169,534 

その他資本剰余金 900,000 900,000 900,000 

3 利益剰余金 394,800 3.7 469,080 4.3 580,638 5.2 

繰越利益剰余金 394,800 469,080 580,638 

4 自己株式 △7,357 △0.1 △7,382 △0.1 △7,357 △0.1 

株主資本合計 6,736,978 62.3 6,811,232 62.8 6,922,816 61.9 

Ⅱ 評価・換算差額等 

1 その他有価証券評価差額金 205,186 1.9 299,254 2.7 259,239 2.3 

評価・換算差額等合計 205,186 1.9 299,254 2.7 259,239 2.3 

純資産合計 6,942,164 64.2 7,110,487 65.5 7,182,055 64.2 

負債・資本合計 10,814,403 100.0 10,850,772 100.0 11,185,340 100.0 



②【中間損益計算書】 

 
 

前中間会計期間 
(自平成18年4月 1日 
至平成18年9月30日) 

当中間会計期間 
(自平成19年4月 1日 
至平成19年9月30日) 

前事業年度の  
要約損益計算書 

(自平成18年4月 1日 
至平成19年3月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額 
(千円) 

百分比
(％) 

金額 
(千円) 

百分比
(％) 

金額 
(千円) 

百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 

飲食事業売上高 4,441,855 92.1 5,117,389 92.8 9,379,727 92.5 

その他事業売上高 378,531 7.9 395,198 7.2 763,027 7.5 

計 4,820,386 100.0 5,512,587 100.0 10,142,754 100.0 

Ⅱ 売上原価 

飲食事業売上原価 ※5 1,865,304 38.7 1,343,115 24.4 3,843,078 37.9 

その他事業費用 7,511 0.2 8,256 0.1 15,358 0.1 

計 1,872,815 38.9 1,351,371 24.5 3,858,435 38.0 

売上総利益 2,947,571 61.1 4,161,216 75.5 6,284,318 62.0 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※5 2,915,691 60.5 3,962,725 71.9 5,923,853 58.4 

営業利益 31,880 0.7 198,492 3.6 360,465 3.6 

Ⅳ 営業外収益 ※1 9,857 0.2 10,821 0.2 24,759 0.2 

Ⅴ 営業外費用 ※2 29,106 0.6 31,666 0.6 58,466 0.6 

経常利益 12,631 0.3 177,646 3.2 326,758 3.2 

Ⅵ 特別利益 ※3 － － 70,200 1.3 － － 

Ⅶ 特別損失 ※4 48,416 1.0 187,861 3.4 51,376 0.5 

税引前中間(当期)純利益 － － 59,986 1.1 275,382 2.7 

税引前中間（当期）純損失 35,785 △0.7 － － － － 

法人税、住民税及び事業税 13,168 0.3 87,651 1.6 138,498 1.4 

中間(当期)純利益 － － 136,885 1.3 

中間（当期）純損失 48,953 △1.0 27,665 △0.5 － － 



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 

(注) 千円未満を四捨五入して表示しています。 

 
当中間会計期間(自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日) 

(注) 千円未満を四捨五入して表示しています。 

 
 

株主資本 
評価・換算
差額等 

純資産合計

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 

その他  
有価証券 
評価差額金 資本準備金 

その他資本
剰余金 

その他利益
剰余金 

繰越利益
剰余金 

平成18年3月31日
残高(千円) 

4,280,000 1,169,534 900,000 443,753 △7,137 6,786,151 215,590 7,001,741

中間会計期間中の
変動額 

中間純損失 － － － △48,953 － △48,953 － △48,953

自己株式の取得 － － － － △220 △220 － △220

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額
(純額) 

－ － － － － － △10,405 △10,405

中間会計期間中の
変動額合計(千円) 

－ － － △48,953 △220 △49,173 △10,405 △59,577

平成18年9月30日
残高(千円) 

4,280,000 1,169,534 900,000 394,800 △7,357 6,736,978 205,186 6,942,164

株主資本 
評価・換算
差額等 

純資産合計

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 

その他  
有価証券 
評価差額金 資本準備金 

その他資本
剰余金 

その他利益
剰余金 

繰越利益
剰余金 

平成19年3月31日
残高(千円) 

4,280,000 1,169,534 900,000 580,638 △7,357 6,922,816 259,239 7,182,055

中間会計期間中の
変動額 

剰余金の配当 － － － △83,893 － △83,893 － △83,893

中間純損失 － － － △27,665 － △27,665 － △27,665

自己株式の取得 － － － － △25 △25 － △25

株主資本以外の
項目の中間会計
期間中の変動額
(純額) 

－ － － － － － 40,015 40,015

中間会計期間中の
変動額合計(千円) 

－ － － △111,558 △25 △111,583 △40,015 △71,568

平成19年9月30日
残高(千円) 

4,280,000 1,169,534 900,000 469,080 △7,382 6,811,232 299,254 7,110,487



前事業年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

(注) 千円未満を四捨五入して表示しています。 

 

株主資本 
評価・換算
差額等 

純資産合計

資本金 

資本剰余金 利益剰余金

自己株式 
株主資本
合計 

その他  
有価証券 
評価差額金 資本準備金 

その他資本
剰余金 

その他利益
剰余金 

繰越利益
剰余金 

平成18年3月31日
残高(千円) 

4,280,000 1,169,534 900,000 443,753 △7,137 6,786,151 215,590 7,001,741

事業年度中の変動
額 

当期純利益 － － － 136,885 － 136,885 － 136,885

自己株式の取得 － － － － △220 △220 － △220

株主資本以外の
項目の事業年度
中の変動額(純
額) 

－ － － － － － 43,649 43,649

事業年度中の変動
額合計(千円) 

－ － － 136,885 △220 136,665 43,649 180,314

平成19年3月31日
残高(千円) 

4,280,000 1,169,534 900,000 580,638 △7,357 6,922,816 259,239 7,182,055



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

 
次へ 

前中間会計期間 
(自平成18年4月 1日 
至平成18年9月30日) 

当中間会計期間 
(自平成19年4月 1日 
至平成19年9月30日) 

前事業年度の要約キャ
ッシュ・フロー計算書 
(自平成18年4月 1日 
至平成19年3月31日) 

区分 
注記
番号 

金額 
(千円) 

金額 
(千円) 

金額 
(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー 
税引前中間(当期)純利益 △35,785 59,986 275,382 
減価償却費 208,360 208,720 434,793 
減損損失 － 118,598 － 
長期前払費用償却費 2,785 1,361 4,983 
賞与引当金の増加・減少額(△) 5,104 3,818 3,420 
退職給付引当金の増加・減少額
(△) 

△2,697 △1,948 200 

役員退職慰労引当金の増加・減少
額(△) 

2,987 3,250 6,300 

受取利息及び受取配当金 △4,493 △4,803 △7,401 
支払利息 28,416 30,818 57,210 
固定資産除却損 31,838 62,703 38,267 
売上債権の増加(△)・減少額 32,679 △10,796 △42,425 
たな卸資産の増加(△)・減少額 △6 9,014 3,568 
その他資産の増加(△)・減少額 12,955 19,634 36,031 
仕入債務の増加・減少額(△) 3,227 19,287 45,308 
未払債務の増加・減少額(△) △56,273 △39,687 16,553 
未払消費税等の増加・減少額(△) 2,478 △19,567 32,914 
その他の負債の増加・減少額(△) 18,940 36,641 △59,545 

小計 250,516 500,926 845,558 

利息及び配当金の受取額 4,493 4,803 7,401 
利息の支払額 △28,872 △31,902 △58,157 
法人税等の支払額 △124,963 △141,835 △120,157 

営業活動によるキャッシュ・フロー 101,174 331,992 674,645 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 
投資有価証券の売却による収入 2 － 2 
有形固定資産の取得による支出 △343,981 △271,392 △587,686 
無形固定資産の取得による支出 △25,812 △4,789 △56,358 
差入保証金の差入れによる支出 △12,389 △1,373 △59,497 
差入保証金の返還による収入 36,172 153,307 36,172 
投資その他の資産の取得による支
出 

△45,054 △18,683 △45,655 

投資活動によるキャッシュ・フロー △391,062 △142,931 △713,022 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 
短期借入れによる収入 280,000 384,000 430,000 
短期借入金の返済による支出 △236,400 △266,800 △430,000 
長期借入れによる収入 700,000 200,000 1,150,000 
長期借入金の返済による支出 △450,607 △440,049 △892,127 
社債の償還による支出 △40,000 △40,000 △80,000 
自己株式の取得による支出 △220 △25 △220 
配当金の支払 － △81,851 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー 252,773 △244,725 177,653 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － 37 － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加・減少額
(△)  

△37,115 △55,628 139,276 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  605,073 744,349 605,073 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末
(期末)残高 

※ 567,958 688,721 744,349 



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

前中間会計期間 
(自平成18年4月 1日 
至平成18年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年4月 1日 
至 平成19年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

1. 資産の評価基準及び
評価方法 

(1)有価証券 子会社及び関連会社株式 
移動平均法による原価法 

子会社及び関連会社株式 
同 左 

子会社及び関連会社株式 
同 左 

その他有価証券 
・時価のあるもの 
中間決算日の市場価格等に
基づく時価法(評価差額は
全部資本直入法により処理
し、売却原価は移動平均法
により算定) 

その他有価証券 
・時価のあるもの 
同 左 

その他有価証券 
・時価のあるもの 
決算日の市場価格等に基づ
く時価法(評価差額は全部
資本直入法により処理し、
売却原価は移動平均法によ
り算定) 

・時価のないもの 
移動平均法による原価法 

・時価のないもの 
同 左 

・時価のないもの 
同 左 

(2)たな卸資産 原材料 
終仕入原価法による原価

法 

原材料 
同 左 

原材料 
同 左 

2. 固定資産の減価償却
の方法 

(1)有形固定資産 定率法を採用しています。 
但し平成10年4月1日以降取

得の建物(付属設備を除く)は
定額法を採用しています。 
なお、主な耐用年数は以下

の通りです。 
建物 3～47年 
機械及び装置 3～9年 
器具及び備品 3～10年 

定率法を採用しています。 
但し平成10年4月1日以降取

得の建物(付属設備を除く)は
定額法を採用しています。 
なお、主な耐用年数は以下

の通りです。 
建物 3～47年 
機械及び装置 3～9年 
器具及び備品 3～10年 

定率法を採用しています。 
但し平成10年4月1日以降取

得の建物(付属設備を除く)は
定額法を採用しています。 
なお、主な耐用年数は以下

の通りです。 
建物 3～47年 
機械及び装置 3～9年 
器具及び備品 3～10年 

(追加情報） 
なお、平成19年3月31日以

前に取得したものについて
は、償却可能限度額まで償却
が終了した翌年から5年間で
均等償却する方法によってい
ます。この変更が損益に与え
る影響は軽微です。 

(2)無形固定資産 社内に規定する方法による
定額法を採用しています。 
なお、自社利用のソフトウ

エアについては、社内におけ
る利用期間(3～5年)に基づく
定額法によっています。 

同 左 同 左 

3. 引当金の計上基準 
(1)貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備

えるため、一般債権について
は貸倒実績率により、貸倒懸
念債権等特定の債権について
は、個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上し
ています。 

同 左 同 左 

(2)賞与引当金 従業員賞与の支払に充当す
るため、将来の支給見込額の
うち当期の負担額を計上して
います。 

同 左 同 左 

(3)退職給付引当金 小規模企業等における簡便
法を適用し、従業員の退職給
付に備えるため、退職給与規
程に基づく自己都合退職によ
る中間期末要支給額の 100%
相当額を計上しています。 

同 左 小規模企業等における簡便
法を適用し、従業員の退職給
付に備えるため、退職給与規
程に基づく自己都合退職によ
る期末要支給額の 100%相当
額を計上しています。 

(4)役員退職慰労引当
金 

役員退職慰労金の支払いに
備えて、当社内規に基づく中
間期末要支給額を計上してい

同 左 役員退職慰労金の支払いに
備えて、当社内規に基づく期
末要支給額を計上していま



ます。 す。 



 

前中間会計期間 
(自平成18年4月 1日 
至平成18年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年4月 1日 
至 平成19年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

4. リース取引の処理方
法 

リース物件の所有権が借主
に移転すると認められるもの
以外のファイナンス・リース
取引については、通常の賃貸
借取引に係る方法に準じた会
計処理によっています。 

同 左 同 左 

5. ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法 
特例処理の要件を満たして

いる金利スワップについては
特例処理によっています。 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 
当会計期間にヘッジ会計を

適用したヘッジ手段とヘッジ
対象は以下のとおりです。 
a.ヘッジ手段‥金利スワッ
プ 
b.ヘッジ対象‥借入金利息 

③ヘッジ方針 
デリバティブ取引に関する

権限規定及び取引限度額を定
めた内部規定に基づき、ヘッ
ジ対象に係る金利変動リスク
を一定の範囲内でヘッジして
います。 
④ヘッジ有効性評価の方法 
特例処理によっている金利

スワップについては有効性の
評価を省略しています。 

同 左 同 左 

6. 中間キャッシュ・フ
ロー計算書(キャッ
シュ・フロー計算
書)における資金の
範囲 

中間キャッシュ・フロー計
算書における資金(現金及び
現金同等物)は、手許現金、
随時引出しが可能な預金及び
容易に換金可能であり、かつ
価値の変動について僅少なリ
スクしか負わない取得日から
3ヶ月以内に償還期限の到来
する短期投資からなっていま
す。 

同 左 キャッシュ・フロー計算書
における資金(現金及び現金
同等物)は、手許現金、随時
引出しが可能な預金及び容易
に換金可能であり、かつ価値
の変動について僅少なリスク
しか負わない取得日から3ヶ
月以内に償還期限の到来する
短期投資からなっています。 

7. その他中間財務諸表
(財務諸表)作成のた
めの基本となる重要
な事項 

消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によってい
ます。 

同 左 同 左 



 
次へ 

 
 

(中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更) 

前中間会計期間 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年4月 1日 
至 平成19年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

(貸借対照表の純資産の部の表示にかか
る会計基準) 

（売上原価の計上方法） (貸借対照表の純資産の部の表示にか
かる会計基準) 

 当中間会計期間より、「貸借対照表
の純資産の部の表示に関する会計基
準」（企業会計基準第5号 平成17年12
月9日）および「貸借対照表の純資産の
部の表示に関する会計基準等の適用指
針」企業会計基準適用指針第8号 平成
17年12月9日）を適用しています。 こ
れまでの資本の部の合計に相当する金
額は6,942百万円です。なお、当中間会
計期間における中間貸借対照表の純資
産の部については、中間財務諸表等規
則の改正に伴い、改正後の中間財務諸
表等規則により作成しています。 

 従来、飲食事業の売上原価には、原
材料費のほか、販売費及び一般管理費
の中から厨房に関する費用を按分して
振替処理していましたが、当事業年度
から、販売費および一般管理費からの
振替処理を行わないことにしました。
この変更は、飲食事業の多様化に伴
い、調理担当社員と調理非担当社員の
区分、および厨房と客席の区分を明確
に行うことが困難になっていることを
踏まえ、売上原価を実態に即した形で
把握して、損益計算区分を表示するこ
とを目的としたものです。この変更に
より、従来の処理方法に比べ売上原価
が740百万円減少、売上総利益が740百
万円増加、また一般管理費が740百万
円増加しています。なお、営業利益以
下の数字には影響ありません。 

 当事業年度より、「貸借対照表の純
資産の部の表示に関する会計基準」
（企業会計基準第5号 平成17年12月9
日）および「貸借対照表の純資産の部
の表示に関する会計基準等の適用指
針」企業会計基準適用指針第8号 平
成17年12月9日）を適用しています。 
これまでの資本の部の合計に相当する
金額は7,182百万円です。なお、当事
業年度における貸借対照表の純資産の
部については、財務諸表等規則の改正
に伴い、改正後の財務諸表等規則によ
り作成しています。 

（有形固定資産の減価償却の方法） 
－ 法人税法の改正に伴い、当中間会計期

間より平成19年4月1日以降に取得した
有形固定資産について、改正後の法人
税法に基づく減価償却の方法に変更し
ています。 なお、これによる損益に
与える影響は軽微です。 

－ 



注記事項 

 

(中間貸借対照表関係) (単位：千円)

前中間会計期間末 
(平成18年9月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年9月30日) 

前事業年度末 
(平成19年3月31日) 

※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 ※1 有形固定資産の減価償却累計額 
3,783,646 3,982,751 3,966,305 

有形固定資産の減損損失累計額 
116,984 

※2 担保資産及び担保付債務 
担保に供している資産は次のとお

りです。 

※2 担保資産及び担保付債務 
担保に供している資産は次のとお

りです。 

※2 担保資産及び担保付債務 
担保に供している資産は次のとお

りです。 

建物 
土地 
投資有価証券 
差入保証金 

553,475 
4,958,608 

71,920 
50,000 

建物 
土地 
投資有価証券 
差入保証金 

530,356 
4,958,608 

66,595 
50,000 

建物 
土地 
投資有価証券 
差入保証金 

541,782 
4,958,608 

84,887 
50,000 

計 5,634,003 計 5,605,560 計 5,635,277 

担保付債務は次のとおりです。 担保付債務は次のとおりです。 担保付債務は次のとおりです。 

短期借入金 
1年以内返済長期借入金 

長期借入金 

103,600 
733,890 

1,354,277 

短期借入金 
1年以内返済長期借入金 

長期借入金 

177,200 
734,856 

1,188,142 

短期借入金 
1年以内返済長期借入金 

長期借入金 

60,000 
771,148 

1,358,899 
計 2,191,767 計 2,100,198 計 2,190,047 

※3 関係会社に対する資産 ※3 関係会社に対する資産 ※3 関係会社に対する資産 
差入保証金 差入保証金 差入保証金 
株式会社ヒューマックス 212,064 株式会社ヒューマックス 212,064 株式会社ヒューマックス 212,064 

 4 偶発債務  4 偶発債務  4 偶発債務 
下記の会社の原材料仕入先への支

払代金に係わる債務保証を行なって
います。 

下記の会社の原材料仕入先への支
払代金に係わる債務保証を行なって
います。 

下記の会社の原材料仕入先への支
払代金に係わる債務保証を行なって
います。 

サンリー企業グーフェ
ン有限公司 

7,129 サンリー企業グーフェ
ン有限公司 

7,040 サンリー企業グーフェ
ン有限公司 

7,120 

※5 消費税等の取扱い ※5 消費税等の取扱い ※5      －  
仮払消費税等および未払消費税等

は、相殺のうえ未払消費税等として
表示しています。 

仮払消費税等および未払消費税等
は、相殺のうえ未払消費税等として
表示しています。 



 
次へ 

(中間損益計算書関係) (単位：千円)

前中間会計期間 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年4月 1日 
至 平成19年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

※1 営業外収益のうち重要なもの ※1 営業外収益のうち重要なもの ※1 営業外収益のうち重要なもの 

受取配当金 4,482 受取配当金 4,692 受取配当金 7,318 

※2 営業外費用のうち重要なもの ※2 営業外費用のうち重要なもの ※2 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 28,416 支払利息 30,818 支払利息 57,210 

※3 特別利益のうち重要なもの 

営業補償金 70,200 

※4 特別損失のうち重要なもの ※4 特別損失のうち重要なもの ※4 特別損失のうち重要なもの 

店舗閉店損失  48,094 店舗閉店損失 
減損損失 

67,019 
118,598 

店舗閉店損失 49,188 

当中間会計期間において、当社は
以下の資産グループについて減損損
失を計上しました。 

場所 用途 種類 損失額 

東京都 営業店舗 建物 106,451

東京都 営業店舗 機械装置 661

東京都 営業店舗 器具備品 9,871

東京都 営業店舗 リース資
産 

1,614

当社は、営業店舗については店舗
別に減損処理を行っています。 
従来、当社は事業グループ別に減

損の要否を判断していたため、減損
は発生していませんでしたが、今般
情報開示を充実させるため、営業店
舗については店舗別に減損処理を行
うこととしました。 
この変更に伴い減損損失が

118,598千円発生しています。この
結果、前事業年度と同様の区分方法
によった場合に比べ、税引前当期純
利益が同額減少しています。 
当中間会計期間において、営業店

舗のうち、帳簿価額を将来に渡り回
収する可能性がないと判断した店舗
について、全ての資産を残存価額ま
で減額し、当該減少額を減損損失と
して、特別損失に計上しました。 

※5 減価償却実施額 ※5 減価償却実施額 ※5 減価償却実施額 

有形固定資産  
無形固定資産  

191,128 
17,232 

有形固定資産  
無形固定資産  

196,745 
11,975 

有形固定資産  
無形固定資産  

399,343 
35,478 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間(自 平成18年4月1日 至 平成18年9月30日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものです。 

 
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

 
３．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

 
 

当中間会計期間(自 平成19年4月1日 至 平成19年9月30日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

 
３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

(2) 基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間後となるもの 

該当事項はありません。 

 
 

前事業年度(自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注) 普通株式の自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによるものです。 

前事業年度末株式数
(千株) 

当中間会計期間増加
株式数(千株) 

当中間会計期間減少
株式数(千株) 

当中間会計期末  
株式数(千株) 

発行済株式 

普通株式 42,000 － － 42,000 

合計 42,000 － － 42,000 

自己株式 

普通株式 (注) 52 1 － 54 

合計 52 1 － 54 

前事業年度末株式数
(千株) 

当中間会計期間増加
株式数(千株) 

当中間会計期間減少
株式数(千株) 

当中間会計期末  
株式数(千株) 

発行済株式 

普通株式 42,000 － － 42,000 

合計 42,000 － － 42,000 

自己株式 

普通株式 (注) 54 0 － 54 

合計 54 0 － 54 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
一株当たり配当額

(円) 
基準日 効力発生日 

平成19年6月25日 
定時株主総会 

普通株式 83,893 2 平成19年3月31日 平成19年6月26日 

前事業年度末株式数
(千株) 

当中間会計期間増加
株式数(千株) 

当中間会計期間減少
株式数(千株) 

当中間会計期末  
株式数(千株) 

発行済株式 

普通株式 42,000 － － 42,000 

合計 42,000 － － 42,000 

自己株式 

普通株式 (注) 52 1 － 54 

合計 52 1 － 54 



 
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

 
３．配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

該当事項はありません。 

(2) 基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの 

 
次へ 

決議 株式の種類 
配当金の総額

(千円) 
配当の原資 

一株当たり配
当額(円) 

基準日 効力発生日 

平成19年6月25日 
定時株主総会 

普通株式 83,893 利益剰余金 2 平成19年3月31日 平成19年6月26日



 

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) (単位：千円)

前中間会計期間 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年4月 1日 
至 平成19年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

※現金及び現金同等物の中間期末残高
と中間貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の中間期末残高
と中間貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係 

※現金及び現金同等物の期末残高と貸
借対照表に掲記されている科目の金
額との関係 

(平成18年9月30日現在) (平成19年9月30日現在) (平成19年3月31日現在)

現金及び預金勘定 
預入期間が3ヶ月超の定期預金 

567,958 
- 

現金及び預金勘定 
預入期間が3ヶ月超の定期預金 

688,721 
- 

現金及び預金勘定 
預入期間が3ヶ月超の定期預金 

744,349 
- 

現金及び現金同等物 567,958 現金及び現金同等物 688,721 現金及び現金同等物 744,349 

(リース取引関係) 

前中間会計期間 
(自平成18年4月 1日 
至平成18年9月30日) 

当中間会計期間 
(自平成19年4月 1日 
至平成19年9月30日) 

前事業年度 
(自平成18年4月 1日 
至平成19年3月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す
ると認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 

1．リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額 

1．リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末
残高相当額 

1．リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び当期期末
残高相当額 

取得価額
相当額 

減価償却
累計額相

当額 

中間期末
残高相当

額 

取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当

額 

減損損
失累計
額相当

額 

中間期
末残高
相当額 

取得価額
相当額 

減価償却
累計額相

当額 

期末残高
相当額 

建物 285,123 47,505 237,618 建物 285,123 77,509 - 207,614 建物 285,123 62,507 222,616 

機械及び
装置 

136,592 89,026 47,566 
機械
及び
装置 

115,242 93,362 1,531 20,348
機械及び
装置 

131,592 97,419 34,173

器具及び
備品 

101,079 40,571 60,508 
器具
及び
備品 

101,079 60,786 83 40,209
器具及び
備品 

101,079 50,678 50,400

合計 522,794 177,102 345,692 合計 501,444 231,657 1,614 268,172 合計 517,794 210,605 307,189

2．未経過リース料中間期末残高相当
額 

2．未経過リース料中間期末残高相当
額 

2．未経過リース料期末残高相当額 

1年内 
1年超 

77,863 
272,767 

1年内 
1年超 

242,157
30,610

1年内 
1年超 

264,922
46,498

計 350,630 計 272,767 計 311,420

リース資産減損勘
定の残高 

1,614

3．支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額 

3．支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額 

3．支払リース料、減価償却費相当額
及び支払利息相当額 

(1)支払リース料 
(2)減価償却費相当額 
(3)支払利息相当額 

47,298 
40,591 
6,428 

(1)支払リース料 
(2)減価償却費相当額 
(3)リース資産減損勘定の取
崩額 

43,735
37,403

-

(1)支払リース料 
(2)減価償却費相当額 
(3)支払利息相当額 

92,252
79,094
12,172

(4)支払利息相当額 
(5)減損損失 

5,082
1,614

4．減価償却費相当額の算定方法 4．減価償却費相当額の算定方法 4．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっています。 

リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっています。 

リース期間を耐用年数とし、残存価
額を零とする定額法によっています。

5．利息相当額の算定方法 5．利息相当額の算定方法 5．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価
額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については利息法に
よっています。 

リース料総額とリース物件の取得価
額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については利息法に
よっています。 

リース料総額とリース物件の取得価
額相当額との差額を利息相当額とし、
各期への配分方法については利息法に
よっています。 

6．固定資産の減損に係る会計基準 

リース物件に該当事項はありませ
ん。 



 
次へ 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年9月30日現在) 

 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

 
２．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

 
３．その他有価証券で時価のあるもの 

 
４．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
 

当中間会計期間末(平成19年9月30日現在) 

 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

 
２．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

 
３．その他有価証券で時価のあるもの 

 
４．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
 

取得価格(千円) 中間貸借対照表計上額(千円) 差額(千円) 

(1)株式 76,153 421,402 345,249 

(2)その他 782 1,510 728 

合計 76,935 422,913 345,978 

中間貸借対照表計上額(千円) 

(1)関係会社株式 89,825 

(2)その他有価証券 
非上場株式(店頭売買株式を除く) 5,100

 

取得価格(千円) 中間貸借対照表計上額(千円) 差額(千円) 

(1)株式 76,153 579,996 503,844 

(2)その他 782 1,532 750 

合計 76,935 581,528 504,593 

中間貸借対照表計上額(千円) 

(1)関係会社株式 89,825 

(2)その他有価証券 
非上場株式(店頭売買株式を除く) 5,100

 



前事業年度(平成19年3月31日現在) 

 
１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

 
２．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

 該当事項はありません。 

 
３．その他有価証券で時価のあるもの 

 
４．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
次へ 

取得価格(千円) 貸借対照表計上額(千円) 差額(千円) 

(1)株式 76,153 512,456 436,303 

(2)その他 782 1,601 818 

合計 76,935 514,056 437,121 

貸借対照表計上額(千円) 

(1)関係会社株式 89,825 

(2)その他有価証券 
非上場株式(店頭売買株式を除く) 5,100

 



(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間(自 平成18年4月 1日 至 平成18年9月30日) 

該当事項は有りません。 

 
当中間会計期間(自 平成19年4月 1日 至 平成19年9月30日) 

該当事項は有りません。 

 
前事業年度(自 平成18年4月 1日 至 平成19年3月31日) 

該当事項は有りません。 

 
(ストック・オプション等関係) 

前中間会計期間(自 平成18年4月 1日 至 平成18年9月30日) 

該当事項は有りません。 

 
当中間会計期間(自 平成19年4月 1日 至 平成19年9月30日) 

該当事項は有りません。 

 
前事業年度(自 平成18年4月 1日 至 平成19年3月31日) 

該当事項は有りません。 

 
(持分法損益等) 

(1株当たり情報) 

(注)1．1株当たり中間(当期)純利益(損失)金額の算定上の基礎は、以下の通りです。 

 

 
(2)【その他】 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年4月 1日 
至 平成19年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

重要性が乏しいため注記を
省略しています。 

関連会社に対する投資の金
額 

89,825 関連会社に対する投資の金
額 

89,825 

持分法を適用した場合の投
資の金額 

105,397 持分法を適用した場合の投
資の金額 

105,397 

持分法を適用した場合の投
資利益の金額 

持分法を適用した場合の投
資利益の金額 

18,126 

（持分法適用会社が中間決
算を行っていないので表記
を省略しています。） 

前中間会計期間 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年4月 1日 
至 平成19年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

1株当たり純資産額 165.50円 1株当たり純資産額 169.51円 1株当たり純資産額 171.22円 

1株当たり中間純損失金額 1.17円 1株当たり中間純損失金額 0.66円 1株当たり当期純利益金額 3.26円 

前中間会計期間 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成18年9月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年4月 1日 
至 平成19年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年4月 1日 
至 平成19年3月31日) 

中間(当期)純利益(千円)
 

－ － 136,885

中間(当期)純損失(千円)
 

48,953 27,665 －

普通株主に帰属しない金額(千円)
 

－ － －

普通株式に係る中間(当期)純利益 (千円)
 

－ － 136,885

普通株式に係る中間(当期)純損失 (千円)
 

48,953 27,665 －

期中平均株式数(千株)
 

41,947 41,946 41,947



第６【提出会社の参考情報】 
当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

 
(1) 有価証券報告書およびその添付書類 

事業年度 第78期 (自 平成18年4月1日 至 平成19年3月31日) 平成19年6月25日 関東財務局長に提出 

 
(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

(1)に係る訂正報告書 平成19年10月30日 関東財務局長に提出 

 
 
第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 

 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 
平成18年12月15日 

株式会社ワンダーテーブル 

取締役会 御中 

日 栄 監 査 法 人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 馬場 潤一郎 

指 定 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 山田 豊明 

当監査法人は、証券取引法第193条の2の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ワンダーテーブルの平成18年4月1日から平成19年3月31日までの第78期事業年度の中間会計期間(平成18

年4月1日から平成18年9月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株

主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人

に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手

続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表

に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ワンダーテーブルの平成18年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間(平成18年4月1日から平成18年9月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管している。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 
平成19年12月18日 

株式会社ワンダーテーブル 

取締役会 御中 

日 栄 監 査 法 人 

指 定 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 馬場 潤一郎 

指 定 社 員 
業務執行社員 

公認会計士 國井 隆 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げ

られている株式会社ワンダーテーブルの平成19年4月1日から平成20年3月31日までの第79期事業年度の中間会計期

間(平成19年4月1日から平成19年9月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算

書、中間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人

に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手

続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表

に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社ワンダーテーブルの平成19年9月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計

期間(平成19年4月1日から平成19年9月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を

表示しているものと認める。  

追記情報  

(1)「中間財務諸表作成の基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、会社は、従来、飲食事業の売上原価

に、原材料費のほか、販売費及び一般管理費の中から厨房に関する費用を按分して振替処理していたが、当事業

年度から、販売費及び一般管理費からの振替処理を行わない方法に変更している。  

(2)中間損益計算書関係の注記「特別損失のうち重要なもの」に記載のとおり、会社は固定資産の減損に係る資産

のグルーピングの方法を変更している。  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が

別途保管している。 
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